Multiple-Purpose Public Enterprise and Joint Costs : A Case Study of the T. V. A. by 仁連, 孝昭
Title多角的公企業と共同費用 - T.V.Aを例として -
Author(s)仁連, 孝昭










? ? ? ?
植民地幣制の起点 theTreasury M.世luteof 1825， 
について(下〕……"，・H ・H ・H ・.... 一…・本 山 1 彦美
21 憲和)1 労働力価値の変動の理論的分析・・・・・・ ・・・小






















































る最初の巨大公企業の つである TVAをとりあげる。公企業としての TVA
をとりあげる意義は次の点にある。
4) 下川浩 「事業部制の成立と財務管'll!'-GM社の財務管理方式の歴史的韓討を中心に一~H






は容易に解決司能な問題となるからである。].Maurice Clark， Studies山 theEconomicsザ
Overhead Cm-，ね 1923， pp. 98-103 























6) TVA法出来は， TVA白目的とし-C1)洪水調節， 2)オ3畢開発， 3~発電， 4)限界地の適正利
用， 5)植林 6)流域住民D福祉を挙げている.また同法14長比そり共同費用をアロケ トする
目的として，洪水調節，水運，電力，国防，肥料を挙げている。 Herm叩 Finer，The T. V. 
A.， 1944. Appendix: The Tennessee Valley Authority Act， pp. 277-8， 285 
わ OrthMalotto. “Joint Operation of Municipal Utilities in Wisconsin，" Journa1 (!I 
PuMic Utilities and Land Econonu"cS， Vol. VI. No. 2. 3， May， August 1930 




1911 1916 ]919 1922 1926 
総 計 71.9(%) 67.0C芦〉 73.8C財〉 81.3(弼〉 86.2(%) 
9t 電 1ヲ 態 日]
蒸 気 72.5 65.9 84.2 95.0 100.0 
71< 力 75.0 92.3 70.6 76.9 76.9 
ガス 石油 普 33.3 33.3 50.0 100.0 
購 入 66.7 68.2 77.8 80.7 85.5 
間l 市 人 口!J1J
500 以 下 100.0 42.9 20.0 22.2 16.7 
500 ~ 1，000 54.5 70.6 61.5 80.0 80.8 
1，U01 "-' 1，500 100.0 61.5 89.G 81.3 93.3 
1，501 ~ 2，0口0 50.0 69.2 92.9 92.3 100.0 
2，001 ~ 3，000 87.5 100.0. 100.0 100.0 100.0 














8) lbid.， pp. 197-8 
42 (42) 第 121巻第l・2号
3に， 1926年の対資産額営業収益率〔資本収益率)は， 水道事業で11.0%であ
























9) lbid.， pp. 3θ7-10 
10) Finer. o.ραt. p. 6 
多角哨公企業と共同費用 (43) 43 
ことがわかった。これによって， ローダム"'/ステムの費用を計算すると" 1 
億3474万ドルとなった。 しかし， この費用には， すでに建設されていたウィ
ルソング、ムに替るローダムの建設費用及び" TVA のハイダム・システムより
も高〈っくその維持管理費が省かれていた。この費用までも含まれるとすると，



















11) John s. RanSmeIeI， Tennessee Valley Auth07ity: A 山間 Study四 Economicsot 
.IVu，ltiple Purpose St四回nPI田山間g，1942， pp. 308ー9
12) lbid.， p. 317 
13) チヤタヌー ヵ土的上琉で主要な主川が本川に合慌しているDで，チャタヌ ガを洪水防禦のた
めの戦略地点とした場合に，全流域にわたった合理的な洪水調節が達成されと考えられていた。
テネ γ 川の洪水調節の設計は，直接にはチ十タヌー ガ地点の供水調節であった。 IhI."d.， p_ 106 



























14) Ibid.， pp. 105-12 






















15) Finer， o.ραt. pp. 180-90; Marguerite Owen. Tennessee Va1ley Authority， 1973， pp. 




16) TVA法15条ロ Finer，ot. cit.， pp. 181-3 
17) 同法26長。 lbid.，pp. 187-8 
18) 同法14~集 Annual ReTm't 0.[ the T. V. A.， 1948. pp. 87-8 























19) 電力料金0)Iヤードスティク」政策が 層，こりアロケ ション問題を重要にした。 Horace
M. Gray.“Joint Costs in Multiple-Purpose Projects，" American Economic RevieUJ. 
Vo1. 25， 1935. pp. 224. 228-9 
20) Ransmeier， ot. cit.， p.1剖
21) Ibid.， pp. 177-8. つの生産過躍が二種田産出 A.Bを生産する場合.Aの産出の増加に対
応してBが時少ナるとナれば.AとBとの聞には共同費用は存在しない.A<D増加に対応して同
じ比率でBも増加するときに共同費用が発生する。


























22) Ibid.， p.186 
23) Ibid.， p. 179-89 



















































25) Gray，噌 cit.，pp目。-5.グレ は改のようι述べ亡し、ι「共同費用は阿らかの特定D便益
に対してz 一定の個人や集団の利益のためにではなく，一般利益のために生じるのである.それ
ゆえ，それは個々 の受益者ではなくて，社会によって広〈負担させられるべきである。」
26) Ransmeier. op. cit.， p.219 












策委員会 (FinancialPolicy Committee) によって1937年 6月から，その広範
な活動の 部として着手されたものであった。その委員会は， 1938年 6月にウ
ィルソン，ノリスおよびウィラ の3=ダム・システムについての身替妥当支







27) Ibid. p. 239なお，とオUまウィルゾンダムに対して言われているのであり 当ダムのi洪水調節
効果はほんのわずかなので，最初からそれはアロケーショソの対象から外されていた。
28) lbid.， p. 244. 1936年 1用のこの報告を受け取った理事会はこれを承認したが，技箭諮問委員
の反対にあい，理事会はすぐにその承認を退ぞけた。
29) Ibid.， pp. 245戸6
30) Finer，。ρ叫ん Appendix111: The Allocation 'of T目 V.A. Power Costs， the Pronta 
bility of T. V. A. Power Operations， and the“Yardstick，" pp. 253-4， Ransmeier， ot 
αt.， pp. 226-7 
多角的公企業と共同費用 ( 51) 51 
表 2 TVA3=ダム・システムりアロケーション (単位 千ドノレ)
運 洪水調節 電 力 E十
1 総 身 替 費 用 4R，334 33，210 79.230 160，774 
2 直 接 費 用 4 ，40~ 2，600 26，口59 33，068 
3 残留身替費用 43，925 30，610 53，171 127，706 
3a残留身替費用り上じ平 34.4 24.0 41.6 100.0 
4.共用費用のアロケージョン 22，643 15，779 27，410 65，832 
5 総 費 用 負 担 27，052 18，379 53，469 98，900 
5a総費用負担の比率 27.4 18.6 54.0 100.0 
日 韓共同費用問55，832，0 は 3a<v比率に従って配分されている.
2) 総費用負謹は2直接費用と4共同費用のアロケ ジョンを加えたもの。
Source: Ransmeier. op. ct.， p. 335 
費用を見積る。そして最後に，この身替費用すなわち各目的にとっての妥当支













31) Ihid.， p. 306. 
32) lbid.. p. 227 
33) lbid.. pp. 316-42 ランズマイヤーは，この方式の失点として，他に維持田管理費を古めた身
普費用の算定になコていないことと，機会費用を無視していることをあげている"









TVAに売却し， TVAがその電力を当会社に販売する契約 (1937年 1月4日
付〉の走止を請求し， TVAの電力への進出が違憲かどうかの審判を求める裁
判がまだ係争中であり，その最終的な判決がまだ出されていない時であヮた34'。





点を置く A ・モルガン理事長との闘で， TVAの電力事業についての意見は一
致せず， リリエンソーノレの考えは TVAの公式的な方針にはなっていなかった
のであった則。その上，決定的なことは， TVAの電力事業についての独立採
算制を1933年の TVA法は規定せず，その条項の登場するのが， 1935年 8月の
改正法からであったことである何》。
34) lbid.， pp. 78-9. J田 ephC. Swidle and Robert H. Marguis，“TVA in Couτt: A Study 
of TV A's Constitutional Litigalion，" I(σめ叫 La'WReview， Vol 36， No. 2， Jan. 1947， pp 
304-11 こ0裁判の最高裁判決は1936年 2月17日に出された。判決は原告白差止請求を棄却した
が， TVA田合憲性については，その対象から外し，触れなかった.
35) Arthur E. Morgan， The Making 0/ the TV A.1974. pp. 145-6. TV A 時代についてり




36) Ransmeier， op. cit.，四田 71
多角的公企業と共同費用 (53) 53 
以上のように， 1935年1月の時点では， TVAの総合的な事業のなかで電力
事業がまだ明確な位置を与えられていなかったのであった。 1935年 8月の TV





















37) Gray'. 0.ρ cit.， p.235. 
38) ヤー ドー ステイク」政策による公益企業統制の手段は.まさにTVAを私有公益企業の料金
統制の手闘にするよりも， TVAを私有公益企業の遅れた技情的田制度的水準に押し下げるうえ
で役に立ったといえるロしたがって， Iヤ ド，ステイク」政策は TVAによる民間電力会柾ン〆
54 (54) 第 121巻第1・2号
TVAをこのような方向に導びいた決定的な意義を有する財務政策は， 1935 









次いで， 1948年の政府企業歳出予算法 (GovernmentCorponitions Appro-











39) Ransmeier， 0，ρcit.， pt. 69-71; Thl! Ann11.171 RI!Pnrt nf T. V A.， Hl48， pp. 87-8 
40) Ransmeier， ot. cit.， pp. 80-1; ]. C. Swidler and R. H. Marguis， o.ρcit.， pp. 311-20 
41) この期間，とりわけ1933年の創設から1938年までの期闘を，グνイザー は“日ghtingy同居"
と呼び， TVAのそれ以後の事業活動を世定した期間とみている。その期聞の電力収益はわずか
であり，よ93S事業年度から訴車な電力収入り伸びが現れた。 M.G. Glaeser， ptめlicUtilities 
in Amen:can Ca.戸臼lism，1957， PP. 538-9， 550， 561. 
42) Annual Report oj、theT. V. A.， 19岨¥， Financia.1 Statements as of June 30. 1948， pp 
A 9-10 
多角的公企業と共同費用 (55) 5 
行の市場公債の平均利子率で支払うことと. 1961会計年度からこの歳出予算を
返済することを TVAに義務づけたのであった。そして，この返済計画は，最



















43) Anllual Repo阿 aj'rhe T. V. A.， 1960， Fil悶Ilcial SlaL~m\!nt.S <1:' o[ Junヒ30，1960， p. 
A 10. 
44) Eli Wilson Clem田高 Ecol1omicsand Fublic Utilities， 195U.竹中龍雄監副， ~公益企業経
済論~ 1仏有4年?下巷431ヘージョ 1947年には. TVAはt形成区域のほとんど2倍におよぶ地域に
送電するようになったJ
45) Annual RゆortQf' the T. V. A.， 1940.且eportof the Comptroller， p.46. 
46) 1946年iこは，発電量のわずか2.5刊が火力プラ γ トから発電されていたのに過ぎなかったが，
1954年には51%に，翌年には62%になる.Glaeser， ot. cit.， p.553 
56 (56) 第 121巻第1.2号
表 3 TVAの資産と共同費用 (単位:100万ドル〕
I 1蜘 I1945 1950 I 1悶 I19印 I19白
1 全 資 産 342 790 920 1，775 2，374 2，985 
2 電 力 資 産 192 439 555 1，379 1，940 2，467 
3 差b 日 的 ダ ム 106 267 317 394 401 461 
4 単一目的ダム 05 44 46 61 61 61 
5 火力プラン卜 6 28 29 568 997 1，294 
6 他 85 10日 166 356 482 651 
7 スf、 運 資 産 63 145 154 158 188 248 
8 洪水調節資産 36 151 165 184 184 185 
9 130 346 415 424 
10 電力へのアロケージ E 52 138 152 174 174 178 
A 2./1 56.2 55.6 60.3 77.7 81.8 82.6 
E 3./2 55.3 60.8 57.2 286 20.7 18.7 
C 9./1 38.1 43.8 40.9 23.4 17.4 14.2 
D 10./2 27.1 31.5 27.4 12.6 8.9 7.2 
E 10./3 49.0 51.8 48.0 44.2 43.1 38.5 















多角下J公企業と共同費用 (55) 5 
行の市場公債の平均利子率で支払うことと. 1961会計年度からこの歳出予算を
返済することを TVAに義務づけたのであった。そして， この返済計画は，最



















43) Annual Report Qf' the T. V. A.， 1960， Financial Slalernenti. as uf June 30， 1960， P 
A 10 





195-t竿には51%に，翌年には62%になる~ Glaeser， 0;ραt.， p. 553 
多角的公企業と共同費用 (57) 57 
オベレーションとしての優位性を求めることをその使命とするのではなし逆
にそれを振り捨ててまで，電力純収益を電力市場の拡大を通じて獲得すること






















TVA電刀白55%をしめるまでになった作 Annua1Report 01、theT. V. A.. 1964. p. 32 
Glaeser， op. cit.， pp. 552-3，クレメンズ前掲書，岨0-1，434ベージ。
48') Martha D町thik.Ret:meen Staj;p and Natioη RegionaZ 07富山uzationof the United 
States. 1974， p.22; Norman I. Wengert， VaZley of Tomo庁出v;The TVA and Agrτ 















いる。 S.V. Ciriacy-Wantrup，“Cost Allocation in Relation to Western Water Policies:' 
.Jou円 'lalo.f Farm Ec町田η1ics.Vol. 36， No. 1. Feb. 1954. p. 108 
50) 下川浩一「米国大企業における事業部制成立の歴史的一考察州司Jr富大経済論集~ 12巻1，2 
号. 1966年5.6月。
